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1995.1.17 阪神・淡路大震災から３０年
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担当地区
自宅

観測史上初、最大震度７

震度分布図
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世界のM６以上地震の約２割が我が国周辺で発生

＠中林一樹
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世界のM６以上地震の約２割が我が国周辺で発生



関東大震災102年 阪神・淡路大震災30年
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102年 30年 14年



関東大震災 102年
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復興局公認 東京都市計画地図
大正13（1924）年 江戸東京博物館蔵

罹災世帯は東京市の73.4％
市の焼失面積は約3,465ha
市域面積の44%
帝都復興事業は街路計画、
予算規模について審議された結果、
計画の修正、縮小が行われた。

土地区画整理事業は、用地買収でなく宅地
を無償提供（減歩）により公共施設を整備
する。一部の強硬な反対を受けつつも
国と東京市により大規模に実施され、
施行面積は東京の焼失面積の約9割、
およそ3,117ha余に及び、街路や公園が整
備され近代的な街並みが造られた。

今の東京中心部は帝都復興事業によって
形作られたところが多い。



１． 「まちづくり」とは？

２．復興計画の意義

３．復興計画とまちづくり事例

 (1)阪神・淡路大震災(兵庫県西宮市）

  (2)東日本大震災（宮城県南三陸町）

４．復興まちづくりの課題

事前復興準備の必要性

目 次
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復興まちづくりについて



１ 「まちづくり」とは？
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【Wikipedia】

論じる人によって、様々な文脈で使われている。

街づくり、町づくりなどとも表記されるが、ひらがな表記が多く使われる傾向にある。

一般的には、「さらに良い生活が送れるように、ハードとソフトの両面から改善を図ろ
うとするプロセス」と捉えられていることが多い。また、多くの場合、

まちづくりは住民が主体となって、あるいは行政と住民とによる協働によるもの、

といわれる。

ただし、民間事業者が行う宅地開発なども「まちづくり」と称している場合がある。

【小林郁雄】 兵庫県立大学特任教授

地域における、市民による、自律的・継続的な、環境改善運動

【澤木昌典】 大阪大学大学院教授

地域における住民による自律的（自立的でもある）で継続的な環境改善（物的な環
境だけでなく社会的環境も含む）に関する運動

town planning , urban development
community development
creating a community



２．復興計画の意義
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(１)復興の定義

① 「復旧」と「復興」の違い

⚫ 最初の「復」はどちらも同じで「元に帰る」という意味

② 「復興」の定義

http://www.city.kobe.lg.jp/safety/hanshinawaji/revival/promote/img/04.pdf

• 「復旧」は後ろの漢字が「旧」すなわち「古い」とか「元の」という意味
で、元の状態に戻るという意味

• 「復興」 は後ろの漢字が「興す」という意味で、新しく創造しながら回
復するという意味合い

• 単に元に戻すだけではなく、地域社会全体が災害に強いまちとし
てよみがえるような施策を打っていくこと。



２．復興計画の意義
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(３)復興計画の策定主体と目的

– 市街地復興計画は、市町村が次の目的で策定する。（H7）

1市民に復興の方針をできるだけ早く示し、
人々に自らのまちを復興し、まちに戻る希望
と方向性を共有する。

2脆弱なまちの構造をそのままにして再建しな
いよう、建築を制限し、復興まちづくりを行
うかなどの方針を早期に示す。

3 国の財政的な支援を得るため、復興事業を 

明確にする。

• 復興計画 （大規模災害からの復興に関する法律第２条１項3号、第10条 H25）

市町村が作成する特定大規模災害を受けた地域の円滑かつ迅速な復興を図るため
の市街地の整備に関する事業、農業生産の基盤の整備に関する事業その他の事業の
実施を通じた当該地域の復興に関する計画



２．復興計画の意義
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大規模災害からの復興に関する法律 H25

（職員の派遣の要請）１都道府県知事等は、復興計画の作成等のため必要があるとき
は、関係行政機関の長又は関係地方行政機関の長に対し、職員の派遣を要請すること
ができる。

２市町村長等は、復興計画の作成等のため必要があるときは、関係地方行政機関の長
に対し職員の派遣を要請することができる。

（職員の派遣のあっせん）関係行政機関又は関係地方行政機関の職員の派遣について
あっせんを求めることができる。

（職員の派遣の配慮）業務の遂行に著しい支障のない限り、適任と認める職員を派遣
するよう努めるものとする。

（派遣職員の身分取扱い）復興計画の作成等のため派遣された職員に対し、政令で定
めるところにより、災害派遣手当を支給することができる。

（財政上の措置等）国は、第三条の基本理念にのっとり、特定大規模災害が発生した
場合において、当該特定大規模災害からの円滑かつ迅速な復興のため特別の必要があ
ると認めるときは、当該特定大規模災害の規模その他の状況を踏まえ、当該特定大規
模災害の発生時における国及び地方公共団体の財政状況を勘案しつつ、別に法律で定
めるところにより、当該特定大規模災害からの復興のための財政上の措置その他の措
置を速やかに講ずるものとする。



２．復興計画の意義
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大規模災害からの復興に関する法律 H25

（復興計画）第十条 抜粋

特定被災市町村は、復興基本方針が都道府県復興方針を定めた場合にあっては、単
独で又は特定被災都道府県と共同して、復興計画を作成することができる。

復興計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。

一 復興計画の区域

二 復興計画の目標

三 当該特定被災市町村における人口の現状及び将来の見通し、

計画区域における土地利用に関する基本方針

その他 当該特定大規模災害からの復興に関して基本となるべき事項

四 目標を達成するために必要な次に掲げる事業「復興整備事業」

イ市街地開発事業 ロ土地改良事業 ハ復興一体事業 ニ集団移転促進事業

ホ住宅地区改良事業 ヘ 小規模団地住宅施設整備事業 チ津波防護施設

・・・・・・・



２.復興計画の意義 東日本大震災の事例
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南三陸町震災復興計画（2011.12） 南三陸町の人口・世帯数（町全体）
11,571人 令和6年9月末



３．復興計画とまちづくり事例
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(１)西宮市の復興計画とまちづくり （阪神・淡路大震災）

・被 害  消防庁Ｈ14.5.19確定値
人的被害 死者 6434人 行方不明者3人

負傷者 43792人
家屋被害 全壊104906 半壊144274

全焼7036 半焼96
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３．復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災
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３．復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災



畑の動き 復興業務内容 災害対策本部等の動き

地震発生

１．１７

１．１８

１．２４

（1週間）

２．０６

(3週間)

３．３１

（ 2ヶ月半)

４．０１

神戸市東灘区の自宅で被災
近所の倒壊家屋から、近隣協力して
おばあさんを救助する。電車不通。
１０時ごろバイクで登庁

災害対策本部へ

・ご遺体を安置所に運搬
・自衛隊【宇治駐屯地】

と、人命救助活動

西宮北口北東地区にて
市道上にある倒壊家屋
の処理等

プロジェクトチーム
「市街地復興室」設置

・復興計画室のメンバー中心に27名

市長から直接辞令交付受け

森具地区担当に

プロジェクトチーム解散

災害応急対策
・第2次災害の防止
・救助救援派遣
・被災者対応
・被災状況把握
・マスコミ対応
・救援物資対応

・重点復興地区の抽出
・市街地復興の事業手法検討
・スケジュールの検討

1/31 災害市街地復興基本方針の策定
2/1 建築基準法84条指定の告示

・市街地復興の基本計画の策定
・ 〃 の都市計画手続き

2/15  市都市計画審議会開催
2/27  市都市計画審議会開催
3/15 市都市計画審議会

意見書約640件、傍聴者100名
3/16 県都市計画地方審議会

3/17 都市計画決定告示
森具地区土地区画整理事業0.5ha
西宮北口北東地区区画整理事業31.2ha
西宮北口北東第2種再開発事業 3.3ha

5:46 地震発生
7:05 災害対策本部設置

  防災指令第3号発令
  市の全施設を避難所に開放

9：10  自衛隊近傍派遣により到着
11：03 三田市消防隊到着
16：45  救援物資連絡第1便(泉大津市)

〃 到着第1便（日本赤十字）

1/19  仮設住宅建設開始

1/23  災害広報第1号発行

1/30  72校園が再開、12校園が休校を延長

2/1 西宮市災害復興本部の設置
      

・土曜日閉庁体制に戻る。
（災害対策業務を除く）

その時、私は・・・後で知る「自助・共助・公助」

森具区画整理事務所

1/20-21
住宅被災実態調査
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※極力早期に今後どうなるのかＰＲにつとめること
意向把握 → 避難所まわり 連絡先聞き取り等

※復興モニタリング 広報と公聴 聴く姿勢

３．復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災
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神戸新聞社提供

朝日新聞（朝）
ｈ７.３．１７

決定された都市計画案 H7. 3.17

森具土地区画整理事業 １０．５ha

西宮市都市計画審議会
１９９５．３．１５

西宮北口北東土地区画整理事業 ３１．２ha

西宮北口北東地区再開発事業  ３．３ha

復興都市計画の
都市計画決定

３．復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災



森具震災復興
土地区画整理事業

西宮市

国道43号

400ｍ

共同化



香櫨園森具地区まちづくり協議会 H7.5設立
住民の主体的活動





H18.8.4 毎日新聞（朝）

３．復興計画とまちづくり事例 (１)阪神・淡路大震災



西宮市の人口の推移 2024.11 48万1千人
（千人）

360

380

400

420

440

460

480

H18.10
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【岩手県宮古市】
防潮堤を越えて襲いかかる津波

南三陸町

■ 基本データ   

位置  宮城県の北東部に位置し、
 東は太平洋、北は気仙沼市、
 南は石巻市、西は登米市と接する。

面積  １６３．７４k㎡
 （東西約１８㎞、南北約１８㎞）

気温  年間平均１１．５℃ (平成21年)
 （最高３２．０℃、最低－５．４℃）

降水量  年間１，５５９㎜ (平成21年)

人口   １７，８１５人 (平成22年3月末)
 （男８，７２０人、女９，０９５人）

世帯数  ５，３６５世帯 (平成22年3月末)

高齢化率 ２９．３％ (平成22年3月末)

町内総生産 ３９９億５百万円 (平成19年度)
第一次産業 １１．９％（漁業 ９．１％）
第二次産業 １５．９％
第三次産業 ７４．５％

町の財政(平成21年度一般会計決算）
歳入 ８，６１０，５６８千円
歳出 ８，３３３，４９９千円

(２)2011.3.11 東日本大震災

３．復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災



３．復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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□ 人的被害

死者 620名

（平成23年2月末人口に占める割合 3.5％）

行方不明者 211名（同 1.2 ％）   計 831名

※平成23年2月末人口 17,666人

（平成30年2月28日時点）

□ 物的被害

住宅被害 3,321戸（全壊3143、半壊178）

5418戸中 61.3％ 28.10.31時点

農地被害 約 452 ｈａ

森林被害 約 12 ｈａ

■ 被害概要   



３．復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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地域懇談会 23箇所で実施
（町内外の各施設 登米市の避難所など）

復興計画についてワークショップ
形式で意見交換



• 「なりわいの場所はさまざまであっても、住まいは高台に」

３．復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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Ａ レベル２ 16 ｍ 「最大クラスの津波」
Ｂ レベル１ 7.7 ｍ 「発生頻度の高い津波」

高台移転概要
すべての住民の

移転意向把握

１）高台住宅団地で

宅地（100坪）を
賃借・購入し自宅再建

防災集団移転促進事業

２）災害公営住宅に入居

３）個人で高台の所有地で
住宅再建（町内）

４）町外に転居等



３．復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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３．復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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防災集団移転促進事業



防
災
集
団
移
転
促
進
事
業
の
手
順

防
災
集
団
移
転

・災
害
公
営
住
宅
・個
別
移
転

の
選
択

各
集
落
毎
に

意
向
調
査

・
説
明
会

・
個
別
相
談
会

移
転
候
補
地
選
定
・事
業
計
画
作
成

移
転
先
土
地
所
有
者
内
諾

用
地
測
量

用
地
買
収

国
土
交
通
大
臣

同
意

復
興
交
付
金
事
業
計
画

実
施
設
計

移
転
先
造
成
工
事

移
転
先
住
宅
建
築

（造
成
工
事
完
了
後
）

※併行して

災害危険区域の指定

移転跡住宅地の買取

３．復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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「災害危険区域」（建築行為の制限） 建築基準法第 39 条第１項
 地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域を災 害危険区

域として指定することができる 
同条第２項 災害危険区域内における住居の用に供する建築物の建築の禁止その他建

築 物の建築に関する制限で災害防止上必要なものは、前項の条例で定める 



４．復興計画とまちづくり事例 (２)東日本大震災
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志津川都市計画区域内での復興計画
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阪神・淡路大震災（1995)

・基盤未整備の木造密集市街地に
  住家被害が集中（神戸では大火災）

・都市計画事業による市街地復興と
  交通施設・ライフライン復旧

・魅力的な大都市圏。新規流入

・西宮市
５年後H.11には震災前人口を超えた。

震災前４２万人 → H7：３９万人
 (S60～H6)        → 現在４８万1千人

東日本大震災(2011)

・津波被害への再度被害を避ける

・住家・公共施設の
   高台への「移転復興」を基本

・防潮堤と沈降した地盤の嵩上げによる
低地の産業、観光的利用

・津波による犠牲も含めて急速な人口
減少と高齢化の進行

・どのように、産業再生、被災者の生活
確保、地域社会再生するのか。

・福島原発問題

復興課題の違い



４．復興まちづくりの課題 復興事業の課題
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阪神・淡路大震災 復興事業の課題

1. 「災害復興」と「復興災害」

– 神戸市長田地区再開発事業の事例

» 総事業費2277億円 19.9ha 29階建て集合住宅等

» 計画44棟・2024年最後の１棟完成 2024.10竣工 11月完成イベント

» 震災前地区店舗面積21000～26000㎡に対し 約67000㎡計画

– 過大な復興計画は「人災」「復興災害※１」になる。
住宅完売だが、商業用のテナントは、６割ほど売れ残り （神戸新聞による）

※1 塩崎賢明 「復興＜災害＞」

写真：神戸新聞

売れ残り床がすべて売却
できても324億円の赤字を
市が負う見通し

小規模商店主が負担する
月々の共益費
売却しても多額の損失
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４．復興まちづくりの課題 事前復興準備の必要性

防災対策

減災対策 事前復興準備

被害を出さないようにハード整備を主に対策を行う
・防潮堤の整備 ・建物の耐震化 ・建物の不燃化 等

被害を完全に防ぐことは不可能

＋
予め被害発生を想定した上で
被害を最小限に抑えるため
ハード・ソフトによる総合的な
対策を行う。
・避難地・避難路の整備
・ハザードマップの活用
・避難訓練の実施 等

防災・減災対策を行っても
大規模な自然災害は発生する。

その際、迅速な復旧・復興を進めるための
事前準備が重要

・復興の手順や進め方を事前に決めておく
・復興における将来目標像を事前に検討・共有

出典：国土交通省資料
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４．復興まちづくりの課題 事前復興準備の必要性

復興計画段階を対象とした事前準備の取り組み

（事前に準備しておくべき具体的項目）

①予め、都市情報※を継続的に収集・整理・更新

②予め、復興まちづくりに関する体制を構築

③予め、復興まちづくり各段階での地元合意形成の方法を検討

・地域復興協議会の組織化、地域と協働した事前復興計画づくり 

④予め、時限的（仮設）市街地候補地や整備のあり方を検討

⑤予め、総合的な事前復興準備として事前復興計画を策定

被害想定・イメージトレーニング 想像力 と 創造力

参考：都市計画コンサルタント協会資料
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４．復興まちづくりの課題 事前復興準備の必要性

A 都市情報※の収集・整理

項目 内容 調査方法

①都市の基礎データ 人口・土地利用・建物・都市
施設・市街地整備状況等

国勢調査
都市計画基礎調査等

②住民に関するデータ 氏名・住所・世帯構成等 住民基本台帳

③コミュニティ・事業者に
関するデータ

自治会・商工業・医療福
祉等各種団体データ

自治会名簿、事業者名簿
各種団体名簿等

④用地に関するデータ 地籍調査、
公有財産台帳等

登記簿、公図、測量データ

⑤災害リスクに関するデータ 震度分布、土砂災害危険
個所、液状化

各種災害被害想定図

B 都市情報と被害想定をもとにした、まちの課題整理

C 都市情報の更新と適切な保管

参考：都市計画コンサルタント協会資料
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４．復興まちづくりの課題 事前復興準備の必要性

出典：東京都震災復興マニュアル



輪島市でのボランティア活動10/25-28
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２つのボランティア
活動

床下からの泥出し

足湯（お話を聴く）



４．復興まちづくりの課題    防災福祉コミュニティ事例

魚崎町防災福祉
コミュニティ

内閣府ガイドラインでも
紹介されています



魚崎小学校
おやじの会活動を契機に

だんじり祭に参加

災害対応
そして災害復興には
普段からの
地域コミュニティ-が
大切

42

４．復興まちづくりの課題  防災地域コミュニティ活動 事例



４．復興まちづくりの課題

平時から準備しておくこと ・・・ 事前復興

43

1. 課題地区の抽出・基礎情報収集・復興事例を学ぶ

・立ち上がりが違う。地域住民との情報共有

2. 地域コミュニティーの機能している地域は「共助」も活発

→自治会の加入促進等

復旧活動（共助）も復興に向かう議論も早い。

3. 関係者のコミュニケーション能力トレーニング

「伝える」ことと「伝わる」ことは違う。

4. 他自治体からの受援計画の作成

災害時こそ迅速で機能的な連携が重要。



４．復興まちづくりの課題

44

「復興」 で大事なこと

• 質的な変化を伴わない「小さな復興」

– （原型復旧・改良復旧）

 ・質的な変化を伴う「大きな復興」

– （開発復興・改革復興） 創造的復興

– reconstruction → revitalization

– 再建・改造              町おこし、地域活性化

復興の中で社会的問題を改革することが欠かせない

– （少子高齢化・地域経済・にぎわい・・・）

– 心の復興・・・ つながりを大切に・・・ 連携・継続・支援
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